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平成２２年５月２５日（火） 
 

平成２１年度の地域密着型金融の取り組みについて 

 

株式会社トマト銀行（取締役社長 中川 隆進）では、平成１９年４月より３ヵ年の地域密

着型金融推進計画に基づいて各種の取り組みを進めてまいりました。平成２１年度にはこ

れまで進めてきた各種の取り組みをさらに推し進めるとともに、新たに、農商工連携や、環

境格付融資の取り扱いなどの環境保全活動も強化しております。 

同推進計画の最終年度にあたる平成２１年度の地域密着型金融の取り組みについて

下記のとおり取りまとめましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 

１ ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化について 

（１） 経営改善支援 
・ 独立行政法人雇用・能力開発機構 中国職業能力開発大学校、学校法人加計学園 岡山理

科大学と提携し、産学連携ビジネス相談会・各種セミナーの開催など、産学連携の強化に取

り組みました。 

・ 岡山県内の農業従事者、関連業者の支援強化を目的に、農業関連ベンチャーの株式会社ナ

チュラルアート（本社：東京）による農業セミナーを開催（参加者 計９６名）するなど、農商工連

携に向けての積極的な取り組みを行いました。 

（２） 事業再生支援 
・ 取引先企業の経営支援対象を拡大した「拡大１人１先担当制」を実施し、経営改善支援取組

み先は目標の３６０先を上回る３８３先となりました。 

・ 経営改善支援の各種ノウハウと経験を備えた人材を社内資格「経営支援アドバイザー」として

認定しておりますが、平成２１年度中に新たに３２名を認定し、資格認定者は累計で３８名とな

りました。 

・ 建設業、医療など特定業種に特化した外部コンサルタントとの連携を強化し、取引先企業の

経営改善支援に取り組みました。 

（３） 事業承継支援 
・ 平成２１年度には新たに約７，０００社の顧問先を有するＴＫＣ中国会岡山県支部と提携し、事

業承継の支援体制を強化いたしました。 

・ お取引先の後継者育成を目的とした「第５期トマト次世代経営者経営塾」を開講し、海外視察

など活発な活動を行いました。なお、当塾の活動は、平成２０年度の地域密着型金融の先進

的な取り組みとして、平成２１年２月中国財務局より顕彰されました。 
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２ 事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の

徹底 
・ 資金繰りに不安をお持ちの中小企業等の資金ニーズに対応するため、「トマト緊急対策資金」

（緊急保証制度含む）の取扱内容（融資金額、取扱期間など）の拡充を行い、平成２１年度中

に約１，３５０件、２２０億円のご融資を取り組みました。 

・ 棚卸資産を担保とする流動資産担保融資保証制度を活用した融資の取り組みや、興銀リー

ス株式会社と提携し、機械担保融資（興銀リース保証付）の取り扱いを開始いたしました。 

３ 地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献に関する具体

的な取り組み 
・ 地元プロサッカーチームのファジアーノ岡山応援定期預金の取り扱いを行い、お預け入れ総額 

約５４億円の０．０５％（上限２００万円）を、チーム強化資金としてファジアーノ岡山へ贈呈させ

ていただきました。また、日本政策投資銀行と共同で、ファジアーノ岡山の経済効果を約１１億

円と試算いたしました。 

・ 「トマトＥＣＯ（エコ）定期預金」の取り扱いを行い、お預け入れ総額約１５億円の０．０３％（上限

３０万円）を「緑の募金」（社団法人岡山県緑化推進協会）に寄付させていただきました。 

・ 環境に配慮した経営を行っているお客さまを支援するため、環境格付融資の取り扱いを開始

し、トマト環境格付融資Ⅰ（２１年度実績 １件 ４７百万円）と中小企業者向けでは全国で初と

なった「京都議定書目標達成特別支援無利子融資利子補給金交付制度」を活用したトマト環

境格付融資Ⅱ（２１年度実績 ３件 ４０百万円）、また、トマト・エコ私募債（２１年度実績 １件 

５０百万円）を取り組みました。 

４ 数値目標と実績推移について 
目標、実績対比 

目標件数 経営指標等 ２２年３月末 

（目標） 

２２年３月末 

（実績） 

経営改善支援取組み先数 半期１４０先以上 ３８３先 
1.ライフサイクルに応じ

た取引先企業の支

援強化 経営支援アドバイザーの 

認定者数 
７０名以上 ３８名 

２.事業価値を見極める

融資手法をはじめ中

小企業に適した資金

供給手法の徹底 

中小企業等（注）貸出金比率 ９０％程度 ８３．６％ 

３.地域の情報集積を活

用した持続可能な地

域社会への 貢献 

岡山県内向け貸出比率 ９０％程度 ８７．９％ 

注：「中小企業等」とは資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の

会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サービス業は 

１００人）以下の会社及び個人 

以 上 

本件に関するお問い合わせ先 経営戦略室 藤岡 TEL 086-221-1057 


